
－61－

第５章 年齢別にみた低賃金労働者の状況  

 

図５－１は、低賃金労働者の割合を年齢別にみたものである。分析の対象は、男女計、一

般労働者・パートタイム労働者計である。地域別最低賃金未満率の割合をみると、15 歳の 7.76

％から除々に下がりはじめ、25 歳以降は１％を切る水準で推移する。54 歳以降１％を上回る

ようになり、67 歳以降は 4％を上回り、その割合が大きく上昇する。地域別最低賃金額×1.15

という地域別最低賃金額プラス 90円～100円程度という低賃金層にいかに多くの若年層が張

り付いているのか、図をみるとよくわかる。16 歳で 65.86％、17 歳 55.67％、18 歳 25.76％、

19 歳で 19.41％、20 歳で 13.53％、21 歳で 11.88％となった後に大きく割合が下がりはじめ、

その後、50 代まで低い（50 代後半で 6.8％前後）。10 代の若年層ほどではないにせよ、60 歳

以降の高齢層でも、60 代前半が 10％台前半、60 代後半で 10％台後半、70 歳以上で概ね 20

％以上と、低賃金労働者の割合が急増している実態が窺える。 

図５－２～図５－４は、男性（一般・パート計）、女性（一般・パート計）、女性（パート

タイム労働者）について、低賃金労働者の割合と年齢の関係をみた結果である。図のパター

ンは、図５－１と同様であるが、男性と女性で割合に大きな差が生じている。男性の場合に

は、地域別最低賃金額×1.15 でみても、30 代～40 代にかけては１％未満という割合が概ね

続くのに対して、女性の場合には全体的に低賃金労働者の割合が高くなっている。特に女性

パートタイム労働者の場合には上記傾向が顕著であり、地域別最低賃金額×1.15 という地域

別最低賃金額プラス 90 円～110 円未満の層に、20 代～50 代にかけて 20％前後の労働者が集

積している。 

 

図５－１　低賃金労働者の割合と年齢（男女計、一般・パート計）(平成19年）
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図５－２　低賃金労働者の割合と年齢（男性、一般・パート計）（平成19年）
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図５－３　低賃金労働者の割合と年齢（女性、一般・パート計）（平成19年）
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図５－４　低賃金労働者の割合と年齢（女性、パート労働者）(平成19年）
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第６章 その他の属性別にみた低賃金労働者の状況 

 

その他の属性（性別、就業形態、年齢階層、勤続年数、学歴）別に、低賃金労働者（地域

別最低賃金未満、地域別最低賃金額×1.15 未満）の状況をみる。また、企業の属性（企業規

模、産業大・中分類）別に低賃金労働者の状況をみる。 

全国規模でみた場合に、低賃金労働者にどのような特性があるのか検討していく。表６－

１は、低賃金労働者の特徴を簡単に記した結果である。表の見方は以下のとおりである。 

まず、「労働者数（人）」であるが、低賃金労働者が何人いるのかを示している。例えば、

男女計の項目をみると、地域別最低賃金未満の労働者が 290,232 人、地域別最低賃金額×1.15

未満の労働者が 1,750,404 人であることを示している。また、「割合（％）」の項目は、属性

の対象の地域別最低賃金未満率、地域別最低賃金額×1.15 未満の割合である。男女計でみた、

地域別最低賃金未満の労働者、地域別最低賃金額×1.15 未満の労働者は、母集団 26,620,291

人のそれぞれ 1.09％、6.58％に相当していることを示している。 

 

第１節 性別との関係 

地域別最低賃金未満、地域別最低賃金額×1.15 未満の支払を受けている労働者は、男性が

それぞれ、98,799 人、400,720 人であり、女性がそれぞれ、191,433 人、1,349,684 人となっ

ている。また、割合をみても、地域別最低賃金未満率、地域別最低賃金額×1.15 未満の割合

は、男性がそれぞれ、0.63％、2.55％に対して、女性が 1.76％、12.40％と、女性の割合がか

なり高い。女性の方が、地域別最低賃金の影響をより強く受けている実態が明らかである。 

 

第２節 就業形態との関係 

一般労働者の場合には、男女計で、地域別最低賃金未満、地域別最低賃金額×1.15 未満の

支払いを受けている人数は、それぞれ、148,533 人、600,518 人であり、一般労働者全体のそ

れぞれ、0.70％、2.83％となっている。この範疇には、「擬似パート」も含まれており、この

「擬似パート」が一般労働者における地域別最低賃金未満率、地域別最低賃金額×1.15 未満

の割合を高めている可能性も考えられる。一般労働者における地域別最低賃金未満率、地域

別最低賃金額×1.15 未満の割合を男女で比較すると、女性の割合が男性に比べて高くなって

おり、男性でそれぞれ、0.44％、1.28％に対して女性でそれぞれ、1.25％、6.12％である。 

一方、パートタイム労働者の場合には、男女計で、地域別最低賃金未満、地域別最低賃金

額×1.15 未満の支払いを受けている人数は、それぞれ、141,699 人、1,149,886 人であり、パ

ートタイム労働者全体のそれぞれ 2.62％、21.28％となっている。パートタイム労働者におけ

る地域別最低賃金未満率、地域別最低賃金額×1.15 未満の割合を男女で比較すると、一般労

働者の場合とは異なり、男性でそれぞれ 2.66％、16.46％、女性でそれぞれ 2.61％、22.83％

で、両者にそれほど差はみられない。 
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第３節 年齢階層との関係 

15～19 歳の若年層と 60 歳以上の高齢層で低賃金労働者の割合が高い。地域別最低賃金未

満率、地域別最低賃金額×1.15 未満の割合は、15～19 歳の若年層の場合、それぞれ、3.22％、

31.28％、60 歳以上の高齢層で、それぞれ、2.98％、14.07％という割合となっている。他の

年齢階層における地域別最低賃金未満率、地域別最低賃金額×1.15 未満の割合が、それぞれ、

１％前後、7％未満という値であることを考慮すると、若年層・高齢層における低賃金労働者

の割合はかなり高い値であるといえる。 

 

表６－１ 地域別最低賃金未満率、地域別最低賃金額×1.15 未満の割合(平成 19 年） 

地域別最低賃金未満の者 地域別最低賃金額
属性 ×1.15未満の者

労働者数(人） 割合（％） 労働者数(人） 割合（％）
性別
　男女計 290,232 1.09 1,750,404 6.58
　　男性 98,799 0.63 400,720 2.55
　　女性 191,433 1.76 1,349,684 12.40

就業形態・性別
　一般労働者 148,533 0.70 600,518 2.83
　　男性 63,846 0.44 184,782 1.28
　　女性 84,687 1.25 415,736 6.12

　パートタイム労働者 141,699 2.62 1,149,886 21.28
　　男性 34,953 2.66 215,938 16.46
　　女性 106,746 2.61 933,948 22.83

年齢階層別・性別
　15～19歳 21,485 3.22 208,795 31.28
　　　男性 9,480 2.87 83,280 25.24
　　　女性 12,005 3.56 125,515 37.18

　20～29歳 58,142 1.07 300,723 5.56
　　　男性 26,629 0.89 109,454 3.68
　　　女性 31,513 1.29 191,269 7.86

　30～39歳 47,876 0.71 257,819 3.80
　　　男性 13,451 0.31 42,007 0.98
　　　女性 34,425 1.38 215,812 8.64

　40～49歳 44,466 0.76 308,067 5.26
　　　男性 11,279 0.33 30,074 0.87
　　　女性 33,187 1.39 277,993 11.61

　50～59歳 55,688 0.96 379,260 6.53
　　　男性 12,584 0.37 44,336 1.31
　　　女性 43,104 1.78 334,924 13.85

　60歳以上 62,575 2.98 295,740 14.07
　　　男性 25,376 1.96 91,569 7.06
　　　女性 37,199 4.62 204,171 25.36  
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既にみたように、女性の低賃金労働者の割合は男性のそれよりも高いという傾向があり、

15～19 歳の若年者の場合も同様であるが、女性だけでなく男性の低賃金労働者の割合も高く

なっている。地域別最低賃金未満率では、女性の 3.56％に対して、男性は 2.87％となり、地

域別最低賃金額×1.15 未満の割合では、女性の 37.18％に対して、男性は 25.24％となってい

る。その他の年齢階層については、女性の方がかなり低賃金労働者の割合が高くなっており、

特に、60 歳以上の層では、女性の地域別最低賃金未満率、地域別最低賃金額×1.15 未満の割

合は、それぞれ、4.62％、25.36％と高い割合となっている。 

 

第４節 勤続年数との関係 

勤続年数の短い勤続 0 年（1 年未満）では、地域別最低賃金未満率、地域別最低賃金額×

1.15 未満の割合が、それぞれ、1.94％、13.88％と高くなっている。勤続年数が長くなるにつ

れて、低賃金労働者の割合は低くなっている。 

性別にも検討を加えると、男女とも勤続年数が長くなるにつれて低賃金労働者の割合が低

くなっていく傾向が窺える。ただし、地域別最低賃金未満率について、女性の場合は、５～

９年、20 年以上で反転して、それぞれ、３～４年、10～19 年の割合よりも高くなっている。 

 

第５節 学歴との関係 

学歴別に検討する際には注意が必要である。というのは、賃金センサスで学歴の情報が得

られるのは、一般労働者についてだけだからである。このため、表に掲載されている学歴別

の低賃金労働者の割合は、一般労働者を対象とした結果となっている。 

学歴が高い大学・大学院卒の場合には低賃金労働者の割合が、男女とも低く、反対に学歴

の低い中学卒で割合が高くなっている。中学卒と高校卒との間の差が大きく、特に、地域別

最低賃金額×1.15 未満の割合で顕著である（中学卒 7.77％、高校卒 3.97％）。 

性別に検討すると、低賃金労働者の割合は、大学・大学院卒の場合には男女間でほとんど

差がないものの、その他の学歴の場合には差が生じており、特に、地域別最低賃金額×1.15

未満の割合について中学卒でその傾向が顕著である（男性 3.61％、女性 21.08％）。 

 

第６節 企業規模との関係 

企業規模が小さいほど、低賃金労働者の割合が高い様子が窺える。100 人以上の企業規模

の場合、地域別最低賃金未満率、地域別最低賃金額×1.15 未満の割合は、それぞれ、0.62％、

4.72％であるのに対し、５～９人の規模の場合は、それぞれ、3.65％、12.68％と高い値であ

る。また、性別にみていくと、どの企業規模でも女性の割合が高くなっているが、特に５～

９人の規模における女性の低賃金労働者の割合が高く、地域別最低賃金未満率が 6.30％、地

域別最低賃金額×1.15 未満の割合が 22.57％となっている。 



－66－

表６－１ 地域別最低賃金未満率、地域別最低賃金額×1.15 未満の割合(平成 19 年） 

(続き①）
地域別最低賃金未満の者 地域別最低賃金額

属性 ×1.15未満の者
労働者数(人） 割合（％） 労働者数(人） 割合（％）

勤続年数別・性別
　0年 62,288 1.94 445,503 13.88
　　　男性 23,452 1.53 127,284 8.32
　　　女性 38,836 2.31 318,219 18.96

　1～2年 64,615 1.34 479,463 9.91
　　　男性 23,109 0.96 120,689 5.00
　　　女性 41,506 1.71 358,774 14.81

　3～4年 38,778 1.17 251,072 7.58
　　　男性 13,824 0.82 51,025 3.03
　　　女性 24,954 1.53 200,047 12.30

　5～9年 56,785 1.15 301,600 6.08
　　　男性 16,529 0.62 49,050 1.84
　　　女性 40,256 1.75 252,550 11.01

　10～19年 42,387 0.74 195,039 3.43
　　　男性 11,929 0.32 29,377 0.79
　　　女性 30,458 1.53 165,662 8.31

　20年以上 25,379 0.55 77,727 1.68
　　　男性 9,956 0.27 23,295 0.62
　　　女性 15,423 1.77 54,432 6.24

学歴別・性別(一般労働者）
　中学卒 27,376 1.94 109,661 7.77
　　　男性 11,998 1.12 38,793 3.61
　　　女性 15,378 4.57 70,868 21.08

　高校卒 96,505 0.94 408,137 3.97
　　　男性 41,065 0.59 117,233 1.67
　　　女性 55,440 1.70 290,904 8.91

　短大・高専卒 15,442 0.46 56,453 1.68
　　　男性 3,874 0.29 11,555 0.85
　　　女性 11,568 0.57 44,898 2.23

　大学・大学院卒 9,210 0.15 26,267 0.43
　　　男性 6,909 0.14 17,201 0.35
　　　女性 2,301 0.19 9,066 0.77

企業規模別・性別
　5～9人 47,359 3.65 164,373 12.68
　　男性 11,137 1.54 34,634 4.80
　　女性 36,222 6.30 129,739 22.57

　10～99人 137,243 1.66 781,704 9.44
　　男性 51,859 1.08 179,549 3.73
　　女性 85,384 2.46 602,155 17.37

　100人以上 105,630 0.62 804,327 4.72
　　男性 35,803 0.35 186,537 1.83
　　女性 69,827 1.02 617,790 9.02  



－67－

第７節 産業との関係 

平成 19 年の賃金センサスの調査時の産業分類は平成 14 年 3 月改訂（第 11 回改訂）の日

本標準産業分類であり、これにより分析を行った。また、電気機械関連、輸送用機械関連、

各種商品小売業関連、一般機械関連、鉄鋼関連、自動車小売業関連等には地域別最低賃金よ

りも金額の高い特定最低賃金（産業別最低賃金）が設定されているが、地域別最低賃金との

比較に限定して分析を行った。さらに、産業によっては集計労働者数が少ない場合があり数

値がぶれている可能性もある点、留意が必要である。 

 

（１）産業大分類 

地域別最低賃金未満率は、飲食店,宿泊業（2.15％）で高くなっており、電気・ガス・熱

供給・水道業（0.18％）、鉱業（0.25％）で低くなっている。また、地域別最低賃金額×1.15

未満の割合は、飲食店,宿泊業（15.61％）、卸売・小売業（12.25％）で高くなっており、電

気・ガス・熱供給・水道業（0.33％）、情報通信業（0.93％）で低くなっている。性別にみ

ていくと、男性で鉱業（地域別最低賃金未満率 0.06％、地域別最低賃金額×1.15 未満の割

合 0.23％）の割合が低くなっており、女性で製造業（同 2.49％、17.12％）、飲食店,宿泊業

（同 2.39％、19.35％）、卸売・小売業（同 2.37％、19.15％）等の割合が高くなっている。 
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表６－１ 地域別最低賃金未満率、地域別最低賃金額×1.15 未満の割合(平成 19 年） 

(続き②）
地域別最低賃金未満の者 地域別最低賃金額

属性 ×1.15未満の者
労働者数(人） 割合（％） 労働者数(人） 割合（％）

産業別・性別
　鉱業 50 0.25 246 1.25
　　　男性 11 0.06 39 0.23
　　　女性 39 1.53 207 8.12

　建設業 8,204 0.46 22,977 1.30
　　　男性 3,417 0.22 8,963 0.59
　　　女性 4,787 2.00 14,014 5.85

　製造業 68,838 1.00 411,395 5.95
　　　男性 18,249 0.37 63,546 1.30
　　　女性 50,589 2.49 347,849 17.12

　電気・ガス・熱供給・水道業 266 0.18 488 0.33
　　　男性 182 0.14 220 0.17
　　　女性 84 0.50 268 1.61

　情報通信業 2,554 0.30 7,955 0.93
　　　男性 1,234 0.20 2,847 0.45
　　　女性 1,320 0.58 5,108 2.25

　運輸業 23,327 1.18 83,563 4.22
　　　男性 16,821 1.01 47,650 2.85
　　　女性 6,506 2.10 35,913 11.61

　卸売・小売業 89,905 1.69 652,184 12.25
　　　男性 26,219 0.99 138,025 5.23
　　　女性 63,686 2.37 514,159 19.15

　金融・保険業 6,010 0.64 18,143 1.93
　　　男性 294 0.06 1,311 0.27
　　　女性 5,716 1.24 16,832 3.65

　不動産業 1,959 0.92 10,393 4.86
　　　男性 559 0.41 3,375 2.47
　　　女性 1,400 1.81 7,018 9.09

　飲食店,宿泊業 28,498 2.15 206,748 15.61
　　　男性 10,056 1.82 57,507 10.40
　　　女性 18,442 2.39 149,241 19.35

　医療,福祉 12,574 0.44 71,551 2.53
　　　男性 3,033 0.50 10,071 1.67
　　　女性 9,541 0.43 61,480 2.76

　教育,学習支援業 5,353 0.70 21,638 2.84
　　　男性 2,377 0.59 6,659 1.65
　　　女性 2,976 0.83 14,979 4.18

　複合サービス事業 658 0.31 6,421 2.99
　　　男性 209 0.15 833 0.61
　　　女性 449 0.58 5,588 7.24

　サービス業(他に分類されないもの） 42,036 1.26 236,702 7.12
　　　男性 16,138 0.84 59,674 3.10
　　　女性 25,898 1.84 177,028 12.61  
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（２）産業中分類 

産業大分類では、あまりにも産業範疇が広すぎるため、ここでは中分類産業を対象とし

て低賃金労働者の割合をみていくことにする。なお、集計業種は 89 業種であるが、集計

労働者数が少ない業種があり数値がぶれる可能性もある点、男女割合・パートタイム労働

者割合も業種による差も大きい点等、数値を見る際に留意する必要がある。 

表６－２は、低賃金労働者の割合をみた結果である。「低賃金労働者の割合（％）」の下

に表示されている計（就業形態計）は、一般労働者とパートタイム労働者の合計を示して

いる。表中の色つき部分は、相対的に低賃金労働者の割合が高いものであり、以下のとお

りである。一般労働者とパートタイム労働者を合わせた計で、地域別最低賃金未満率が 2

％以上（女性は４％以上）、地域別最低賃金額×1.15 未満の割合が 10％以上（女性は 15％

以上）の箇所。パートタイム労働者で、地域別最低賃金未満率が５％以上（女性は 10％以

上）、地域別最低賃金額×1.15 未満の割合が 30％以上（女性は 40％以上）の箇所。 

 

表６－２ 地域別最低賃金未満率、地域別最低賃金額×1.15 未満の割合（産業中分類） 

低賃金労働者の割合（％）
計（就業形態計） パートタイム労働者

産業中分類 地域別最低賃金未満率 地域別最低賃金額 地域別最低賃金未満率 地域別最低賃金額
×1.15未満の割合 ×1.15未満の割合

男性 女性 計 男性 女性 計 男性 女性 計 男性 女性 計
05 鉱業 0.06 1.53 0.25 0.23 8.12 1.25 1.80 3.25 2.73 4.05 22.50 15.92
06 総合工事業 0.20 1.78 0.43 0.49 5.79 1.26 0.24 2.99 1.70 3.20 17.81 10.93
07 職別工事業（設備工事業を除く） 0.48 3.17 0.84 1.25 8.99 2.29 1.29 2.51 2.07 4.12 16.25 11.86
08 設備工事業 0.16 1.90 0.36 0.45 4.38 0.92 0.11 5.58 3.61 1.76 12.45 8.60
09 食料品製造業 0.81 2.66 1.83 4.21 22.40 14.27 2.52 3.54 3.35 14.65 29.64 26.91
10 飲料・たばこ・飼料製造業 0.50 1.95 0.95 1.73 15.88 6.12 1.88 2.31 2.22 17.94 33.72 30.55
11 繊維工業（衣服，その他の繊維製品を除く） 0.47 3.51 1.78 3.02 18.24 9.62 6.77 9.43 8.88 19.59 46.58 40.96
12 衣服・その他の繊維製品製造業 1.41 7.35 5.93 5.27 43.27 34.18 3.40 7.70 7.50 26.93 54.69 53.38
13 木材・木製品製造業（家具を除く） 0.66 2.85 1.17 2.84 17.45 6.21 0.00 2.48 1.82 10.20 37.06 29.89
14 家具・装備品製造業 0.50 2.24 0.92 2.69 16.23 5.92 1.07 3.43 2.75 15.75 29.30 25.43
15 パルプ・紙・紙加工品製造業 1.14 3.43 1.74 2.50 19.11 6.88 9.29 7.44 7.83 30.04 47.74 43.99
16 印刷・同関連業 0.37 0.98 0.54 1.62 9.42 3.79 5.34 2.82 3.23 14.69 34.10 30.95
17 化学工業 0.06 0.67 0.21 0.20 4.77 1.38 2.71 0.91 1.20 4.26 17.18 15.09
18 石油製品・石炭製品製造業 0.25 1.61 0.38 0.29 4.71 0.70 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
19 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 0.51 2.37 1.13 1.42 20.79 7.86 5.32 2.55 3.04 11.79 46.23 40.24
20 ゴム製品製造業 0.57 2.09 0.96 1.97 21.40 7.00 3.68 2.97 3.11 33.98 49.70 46.70
21 なめし革・同製品・毛皮製造業 0.43 5.30 2.76 2.58 31.67 16.52 1.76 12.67 11.41 26.76 59.40 55.65
22 窯業・土石製品製造業 0.27 1.98 0.60 0.72 10.10 2.54 0.00 8.79 6.06 4.20 35.66 25.89
23 鉄鋼業 0.25 2.38 0.45 0.62 6.41 1.15 0.65 16.02 7.65 5.87 37.39 20.22
24 非鉄金属製造業 0.08 1.07 0.25 0.42 9.76 2.04 1.49 2.42 2.23 4.65 25.58 21.32
25 金属製品製造業 0.23 1.30 0.47 1.45 10.96 3.62 1.98 2.27 2.19 15.28 31.65 27.32
26 一般機械器具製造業 0.42 4.36 1.11 0.82 11.15 2.63 0.34 12.77 8.77 2.10 35.39 24.68
27 電気機械器具製造業 0.39 2.05 0.84 1.06 12.93 4.30 4.46 4.26 4.29 19.95 29.92 28.20
28 情報通信機械器具製造業 0.28 1.56 0.64 0.64 14.54 4.57 0.09 2.74 2.53 11.48 41.60 39.16
29 電子部品・デバイス製造業 0.25 1.61 0.67 0.76 15.16 5.21 3.07 3.58 3.53 15.10 41.48 38.69
30 輸送用機械器具製造業 0.25 1.71 0.48 0.57 9.60 2.00 1.08 0.40 0.58 12.69 25.66 22.25
31 精密機械器具製造業 0.06 0.75 0.27 0.42 8.93 3.01 1.54 1.89 1.84 6.58 19.88 17.70
32 その他の製造業 0.27 1.99 0.87 0.88 15.56 6.01 0.26 4.09 3.56 7.69 34.19 30.49  

 

まず、鉱業、建設業、製造業の中分類産業について結果をみていく。総じて、低賃金労

働者の割合が高い産業は、衣服・その他の繊維製品製造業である。就業形態計の割合でみ

ると、衣服・その他の繊維製品製造業は、地域別最低賃金未満率が 5.93％、地域別最低賃

金額×1.15 未満の割合が 34.18％という高い割合となっており、性別にみると女性で高い
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ことから、女性の低賃金労働者の割合の高さがこの産業全体の割合の高さにつながってい

ることがわかる。また、衣服・その他の繊維製品製造業について、パートタイム労働者の

割合でみても高く、地域別最低賃金未満率が 7.50％、地域別最低賃金額×1.15 未満の割合

が 53.38％となっており、性別にみると女性で非常に高い。その他、パートタイム労働者

の女性を中心として低賃金労働者の割合が高い産業が多く、鉄鋼業、一般機械器具製造業、

なめし革・同製品・毛皮製造業の女性パートタイム労働者の地域別最低賃金未満率が 10

％を超えている。 

 

表６－２ 地域別最低賃金未満率、地域別最低賃金額×1.15 未満の割合（産業中分類） 

（続き①）
低賃金労働者の割合（％）

計（就業形態計） パートタイム労働者
産業中分類 地域別最低賃金未満率 地域別最低賃金額 地域別最低賃金未満率 地域別最低賃金額

×1.15未満の割合 ×1.15未満の割合
男性 女性 計 男性 女性 計 男性 女性 計 男性 女性 計

33 電気業 0.13 0.68 0.18 0.13 1.63 0.28 0.00 4.81 3.47 0.00 9.29 6.70
34 ガス業 0.23 0.15 0.22 0.37 1.48 0.55 5.31 0.39 2.34 5.31 10.85 8.65
35 熱供給業 0.28 0.00 0.26 0.43 0.00 0.40 　　　－ 　　　－ 　　　－ 　　　－ 　　　－ 　　　－
36 水道業 0.00 0.00 0.00 0.00 2.27 0.20 0.00 0.00 0.00 0.00 8.77 3.27
37 通信業 0.00 0.08 0.03 0.04 0.62 0.20 0.00 0.04 0.04 0.00 2.35 1.92
38 放送業 0.13 0.33 0.18 0.24 0.72 0.34 8.71 3.14 5.08 10.04 5.98 7.39
39 情報サービス業 0.17 0.51 0.26 0.30 1.92 0.72 0.10 1.27 1.09 2.69 6.57 5.98
40 インターネット附随サービス業 0.00 0.00 0.00 0.02 0.00 0.01 0.00 0.00 0.00 6.06 0.00 0.38
41 映像・音声・文字情報制作業 0.48 1.27 0.71 1.47 5.04 2.52 2.73 3.57 3.25 13.52 24.73 20.46
42 鉄道業 0.23 0.54 0.25 0.36 1.57 0.46 0.00 2.81 0.60 0.00 11.36 2.42
43 道路旅客運送業 2.62 4.40 2.75 7.33 15.33 7.96 2.31 6.80 2.91 7.21 27.59 9.92
44 道路貨物運送業 0.60 2.86 0.95 1.72 13.13 3.46 0.25 3.51 2.23 6.69 24.14 17.27
45 水運業 0.11 0.68 0.23 0.54 2.43 0.95 3.25 0.42 2.02 4.87 22.78 12.66
46 航空運輸業 0.15 0.79 0.39 0.33 1.01 0.59 0.00 7.43 5.95 0.00 7.84 6.28
47 倉庫業 0.25 0.20 0.23 1.58 13.69 6.59 0.88 0.23 0.34 15.02 19.69 18.87
48 運輸に附帯するサービス業 0.47 0.28 0.42 1.39 9.32 3.36 0.00 0.36 0.24 7.45 22.06 17.16
49 各種商品卸売業 0.21 0.59 0.35 0.45 5.01 2.15 9.95 1.63 2.40 17.91 15.06 15.33
50 繊維・衣服等卸売業 0.36 1.20 0.81 0.60 7.41 4.26 12.88 5.09 5.37 29.81 33.56 33.42
51 飲食料品卸売業 0.61 3.00 1.49 2.51 22.77 9.98 2.59 4.33 3.94 15.31 41.50 35.69
52 建築材料， 鉱物・金属材料等卸売業 0.41 1.80 0.77 1.16 6.30 2.48 4.60 2.01 3.06 13.63 24.56 20.15
53 機械器具卸売業 0.24 0.79 0.37 0.73 3.56 1.42 0.46 4.21 3.07 3.95 21.37 16.07
54 その他の卸売業 0.33 1.59 0.84 1.08 9.27 4.43 0.27 2.02 1.80 12.78 21.01 19.96
55 各種商品小売業 0.41 0.49 0.47 4.95 8.28 7.43 0.88 0.58 0.62 13.49 10.16 10.62
56 織物・衣服・身の回り品小売業 1.09 1.04 1.05 4.33 9.07 7.60 0.93 1.26 1.21 10.32 14.65 13.91
57 飲食料品小売業 1.92 2.76 2.49 16.54 31.61 26.79 3.22 2.65 2.77 31.68 35.46 34.63
58 自動車・自転車小売業 0.38 3.68 0.92 0.86 9.61 2.29 5.24 13.53 9.62 8.71 26.52 18.13
59 家具・じゅう器・機械器具小売業 0.74 1.53 1.07 3.29 10.55 6.34 1.43 0.56 0.78 13.54 13.52 13.53
60 その他の小売業 2.75 4.52 3.71 8.41 16.82 12.94 5.72 5.71 5.71 17.52 21.64 20.18
61 銀行業 0.03 0.21 0.11 0.12 0.91 0.48 1.69 0.52 0.61 2.73 2.87 2.86
62 協同組織金融業 0.03 0.31 0.13 0.08 2.21 0.83 1.77 1.61 1.62 6.68 10.42 10.14
63 郵便貯金取扱機関，政府関係金融機関 0.00 0.14 0.04 0.00 0.14 0.04 0.00 2.19 1.94 0.00 2.19 1.94
64 貸金業，投資業等非預金信用機関 0.02 0.15 0.09 0.12 1.66 0.93 0.00 0.30 0.28 2.77 4.52 4.40
65 証券業，商品先物取引業 0.11 0.08 0.10 0.16 0.13 0.15 0.00 1.22 0.99 1.83 1.54 1.59
66 補助的金融業， 金融附帯業 0.00 0.06 0.02 0.01 1.18 0.34 0.00 0.00 0.00 0.68 3.42 2.70
67 保険業（保険媒介代理業，保険サービス業を含む） 0.12 2.50 1.61 0.74 6.65 4.43 0.25 4.82 4.20 17.26 11.04 11.89
68 不動産取引業 0.17 0.69 0.34 0.73 4.74 2.09 4.20 2.07 2.56 12.12 17.94 16.59
69 不動産賃貸業・管理業 0.61 2.59 1.36 3.90 12.09 7.00 1.20 3.04 2.32 15.51 24.32 20.88
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表６－２ 地域別最低賃金未満率、地域別最低賃金額×1.15 未満の割合（産業中分類） 

（続き②）
低賃金労働者の割合（％）

計（就業形態計） パートタイム労働者
産業中分類 地域別最低賃金未満率 地域別最低賃金額 地域別最低賃金未満率 地域別最低賃金額

×1.15未満の割合 ×1.15未満の割合
男性 女性 計 男性 女性 計 男性 女性 計 男性 女性 計

70 一般飲食店 2.25 2.40 2.34 13.45 20.72 17.92 2.03 2.18 2.14 19.26 21.94 21.14
71 遊興飲食店 2.63 3.22 2.92 11.90 19.21 15.45 3.50 3.21 3.34 15.83 20.86 18.69
72 宿泊業 0.70 2.13 1.46 3.97 15.68 10.22 2.29 2.70 2.61 15.21 25.57 23.48
73 医療業 0.27 0.37 0.35 1.19 2.35 2.11 1.82 1.00 1.08 5.61 5.81 5.79
74 保健衛生 0.00 0.25 0.16 0.21 2.52 1.69 0.00 0.77 0.64 1.81 7.11 6.21
75 社会保険・社会福祉・介護事業 0.82 0.51 0.58 2.33 3.36 3.13 4.93 0.92 1.36 12.45 7.72 8.24
76 学校教育 0.41 0.67 0.53 0.98 2.43 1.65 2.42 2.11 2.23 5.80 7.69 6.97
77 その他の教育，学習支援業 1.13 1.24 1.19 3.64 8.56 6.12 0.96 1.44 1.26 6.02 11.46 9.43
78 郵便局（別掲を除く） 0.00 0.00 0.00 0.00 5.48 1.10 0.00 0.00 0.00 0.00 6.56 2.74
79 協同組合（他に分類されないもの） 0.15 0.58 0.31 0.61 7.24 3.00 1.70 2.58 2.37 6.63 21.17 17.73
80 専門サービス業（他に分類されないもの） 0.59 0.75 0.64 0.88 3.65 1.74 1.43 1.07 1.14 5.42 10.77 9.65
81 学術・開発研究機関 0.12 0.31 0.16 0.16 0.87 0.30 0.00 1.63 1.12 0.04 4.35 3.01
82 洗濯・理容・美容・浴場業 5.08 4.09 4.41 12.11 26.95 22.23 6.97 3.89 4.17 31.26 35.69 35.28
83 その他の生活関連サービス業 0.96 3.02 2.08 4.12 12.05 8.42 2.67 3.95 3.66 16.36 22.29 20.94
84 娯楽業 0.62 0.78 0.70 3.77 6.19 4.94 1.55 1.13 1.30 9.21 10.07 9.72
85 廃棄物処理業 0.38 1.58 0.59 1.49 11.96 3.35 1.73 1.63 1.68 9.63 30.07 20.31
86 自動車整備業 1.49 5.46 2.10 3.78 15.35 5.55 8.29 8.28 8.28 29.77 29.57 29.65
87 機械等修理業（別掲を除く） 0.75 2.85 1.11 1.25 7.14 2.24 1.10 5.88 4.13 6.03 14.60 11.47
88 物品賃貸業 0.77 0.88 0.81 3.90 12.97 6.98 2.19 1.62 1.87 19.58 28.39 24.53
89 広告業 0.13 1.11 0.45 0.32 5.11 1.89 5.21 3.92 4.11 13.36 20.47 19.45
90 その他の事業サービス業 0.81 1.84 1.31 3.99 14.58 9.13 2.37 2.82 2.72 14.73 24.30 22.15
91 政治・経済・文化団体 0.04 0.51 0.24 1.21 4.63 2.68 0.00 1.05 0.76 9.32 11.55 10.93
92 宗教 2.02 4.87 3.34 5.43 14.01 9.42 4.13 6.05 5.53 20.81 21.85 21.57
93 その他のサービス業 0.29 0.27 0.29 3.80 5.42 4.53 0.00 0.33 0.19 7.45 9.53 8.61  

 

続いて、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、卸売・小売業、金融・保

険業、不動産業についてみていく。就業形態計の割合でみると、飲食料品小売業（地域別

最低賃金未満率 2.49％、地域別最低賃金額×1.15 未満の割合 26.79％）、その他の小売業（同

3.71％、12.94％）で、低賃金労働者の割合は高い値となっている。飲食料品小売業、その

他の小売業の場合には、パートタイム労働者の低賃金労働者の割合が高い（飲食料品小売

業（地域別最低賃金未満率 2.77％、地域別最低賃金額×1.15 未満の割合 34.63％）、その他

の小売業（同 5.71％、20.18％））ことが原因だと考えられる。その他、パートタイム労働

者の低賃金労働者の割合は、繊維・衣服等卸売業（地域別最低賃金未満率 5.37％、地域別

最低賃金額×1.15 未満の割合 33.42％）で高い値となっている。 

最後に、飲食店,宿泊業、医療,福祉、教育,学習支援業、複合サービス事業、サービス業

（他に分類されないもの）について結果をみていく。洗濯・理容・美容・浴場業（地域別

最低賃金未満率 4.41％、地域別最低賃金額×1.15 未満の割合 22.23％）、一般飲食店（同 2.34

％、17.92％）、遊興飲食店（同 2.92％、15.45％）、宗教（同 3.34％、9.42％）における就

業形態計の低賃金労働者の割合は、高い値となっている。なお、洗濯・理容・美容・浴場

業、宗教の場合には、パートタイム労働者の低賃金労働者の割合も高くなっている（洗濯

・理容・美容・浴場業（地域別最低賃金未満率 4.17％、地域別最低賃金額×1.15 未満の割

合 35.28％）、宗教（同 5.53％、21.57％））。その他、パートタイム労働者の低賃金労働者の

割合は、自動車整備業（地域別最低賃金未満率 8.28％、地域別最低賃金額×1.15 未満の割

合 29.65％）でも高い値となっている。 
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第７章 地域別最低賃金未満の労働者に関する計量分析 

 

これまでみてきた地域別最低賃金未満の労働者の特性を明確にするため、ロジット回帰を

用いて分析を行う。こうした計量分析を行う意図は、以下の点にある。例えば、産業別にみ

た場合に、飲食店,宿泊業では他の産業に比べて地域別最低賃金未満率が高かったけれども、

飲食店,宿泊業では女性労働者の割合が高いことから、飲食店,宿泊業で地域別最低賃金未満

率が高いという結果は、地域別最低賃金未満の労働者が相対的に多い女性従業員の割合を反

映した結果であるかもしれない。純粋な飲食店,宿泊業の産業効果をみるためには、女性労働

者の割合であるとか企業規模その他の要因をコントロールした上での効果をみなければなら

ない。そのために、計量分析を行うのである。 

具体的には、以下のロジット・モデルを推計することによって、地域別最低賃金未満の労

働者に対する影響を検討する。 

 

  LogitP(Y）=α＋βX＋ε 

 

従属変数は地域別最低賃金未満となる確率であり、αは定数項、X は説明変数、βは係数、

εは誤差項を示している。説明変数 X には、以下の変数を使用する。 

 

・女性ダミー 

・年齢ダミー（10 代、20 代、30 代、50 代、60 代以上（ベースは 40 代）） 

・勤続年数ダミー（1-2 年、3-4 年、5-9 年、10-19 年、20-29 年、30 年以上（ベースは 0

年）） 

・パートダミー 

・企業規模ダミー（5-9 人、10-29 人、30-99 人、100-299 人、300-999 人、1000 人以上規

模（ベースは 100-299 人）） 

・産業ダミー（大分類。鉱業、建設業、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸

業、卸売・小売業、金融・保険業、不動産業、飲食店,宿泊業、医療,福祉、教育，学習

支援業、複合サービス事業、サービス業（他に分類されないもの）（ベースは製造業）） 

 

なお、産業については産業大分類で分析を行った。また、推計にあたっては復元倍率をか

けて計算している。表７－１は変数の記述統計量である。 
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表７－１ 記述統計量 

 度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
女性ダミー 26620291 0 1 0.408992 0.491648
年齢10代ダミー 26620291 0 1 0.025076 0.156357
年齢20代ダミー 26620291 0 1 0.203290 0.402447
年齢30代ダミー 26620291 0 1 0.254542 0.435604
年齢40代ダミー 26620291 0 1 0.220077 0.414298
年齢50代ダミー 26620291 0 1 0.218045 0.412918
年齢60代以上ダミー 26620291 0 1 0.078969 0.269691
勤続0年ダミー 26620291 0 1 0.120543 0.325596
勤続1-2年ダミー 26620291 0 1 0.181670 0.385572
勤続3-4年ダミー 26620291 0 1 0.124349 0.329980
勤続5-9年ダミー 26620291 0 1 0.186247 0.389306
勤続10-19年ダミー 26620291 0 1 0.213885 0.410047
勤続20-29年ダミー 26620291 0 1 0.105383 0.307046
勤続30年以上ダミー 26620291 0 1 0.067922 0.251612
パートダミー 26620291 0 1 0.202942 0.402190
1000人以上ダミー 26620291 0 1 0.307298 0.461374
300-999人ダミー 26620291 0 1 0.153871 0.360825
100-299人ダミー 26620291 0 1 0.179116 0.383450
30-99人ダミー 26620291 0 1 0.176184 0.380976
10-29人ダミー 26620291 0 1 0.134852 0.341566
5-9人ダミー 26620291 0 1 0.048679 0.215196
鉱業ダミー 26620291 0 1 0.000739 0.027180
建設業ダミー 26620291 0 1 0.066422 0.249017
製造業ダミー 26620291 0 1 0.259535 0.438379
電気・ガス・熱供給・水道業ダミー 26620291 0 1 0.005545 0.074260
情報通信業ダミー 26620291 0 1 0.032227 0.176603
運輸業ダミー 26620291 0 1 0.074470 0.262534
卸売・小売業ダミー 26620291 0 1 0.200056 0.400042
金融・保険業ダミー 26620291 0 1 0.035245 0.184398
不動産業ダミー 26620291 0 1 0.008032 0.089261
飲食店,宿泊業ダミー 26620291 0 1 0.049754 0.217437
医療,福祉ダミー 26620291 0 1 0.106350 0.308285
教育,学習支援業ダミー 26620291 0 1 0.028627 0.166757
複合サービス業ダミー 26620291 0 1 0.008054 0.089380
サービス業ダミー(他に分類されないもの） 26620291 0 1 0.124944 0.330655  

 

表７－２のロジット回帰分析の結果をみると、卸売・小売業ダミー以外の説明変数が 1％

水準で統計的に有意、卸売・小売業ダミーも 10％水準で統計的に有意であり、どの説明変数

も地域別最低賃金未満率に正又は負の影響を及ぼしている。 
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表７－２ ロジットモデルの推計結果 

β 標準誤差 Wald 有意確率 限界効果
女性ダミー 0.85430 0.00442 37291.41445 0.00000 0.00559
年齢10代ダミー 0.70055 0.00929 5682.80748 0.00000 0.00584
年齢20代ダミー 0.28433 0.00670 1801.55687 0.00000 0.00183
年齢30代ダミー -0.02027 0.00674 9.04390 0.00264 -0.00012
年齢50代ダミー 0.18874 0.00652 837.33326 0.00000 0.00117
年齢60代以上ダミー 1.02696 0.00654 24628.52825 0.00000 0.00965
勤続1-2年ダミー -0.28401 0.00583 2370.99934 0.00000 -0.00153
勤続3-4年ダミー -0.39404 0.00686 3303.15214 0.00000 -0.00202
勤続5-9年ダミー -0.36280 0.00636 3255.34925 0.00000 -0.00192
勤続10-19年ダミー -0.58692 0.00709 6855.90394 0.00000 -0.00297
勤続20-29年ダミー -0.90495 0.01047 7472.35851 0.00000 -0.00387
勤続30年以上ダミー -0.63593 0.01105 3311.13088 0.00000 -0.00290
パートダミー 0.67992 0.00461 21743.87918 0.00000 0.00498
1000人以上ダミー -0.58622 0.00735 6362.54190 0.00000 -0.00313
300-999人ダミー -0.22208 0.00813 746.08208 0.00000 -0.00121
30-99人ダミー 0.32898 0.00680 2340.68843 0.00000 0.00216
10-29人ダミー 0.97101 0.00637 23236.71199 0.00000 0.00841
5-9人ダミー 1.55789 0.00717 47249.62314 0.00000 0.02007
鉱業ダミー -1.73059 0.14196 148.60783 0.00000 -0.00487
建設業ダミー -0.97842 0.01192 6741.60801 0.00000 -0.00393
電気・ガス・熱供給・水道業ダミー -0.62154 0.06167 101.57295 0.00000 -0.00274
情報通信業ダミー -0.93804 0.02030 2134.72669 0.00000 -0.00371
運輸業ダミー 0.39329 0.00783 2522.00862 0.00000 0.00275
卸売・小売業ダミー -0.01019 0.00544 3.50656 0.06113 -0.00006
金融・保険業ダミー 0.11701 0.01391 70.71484 0.00000 0.00073
不動産業ダミー -0.52138 0.02326 502.58562 0.00000 -0.00241
飲食店,宿泊業ダミー -0.14798 0.00770 369.50539 0.00000 -0.00082
医療,福祉ダミー -1.47745 0.00992 22195.40836 0.00000 -0.00534
教育,学習支援業ダミー -0.71778 0.01441 2480.70947 0.00000 -0.00309
複合サービス事業ダミー -0.89893 0.03936 521.55301 0.00000 -0.00353
サービス業（他に分類されないもの）ダミー -0.14068 0.00639 484.78916 0.00000 -0.00079
定数項 -5.13835 0.00940 298751.68302 0.00000  

 

分析結果により以下のことが分かる。 

 

１）女性ダミーは係数が正であり、女性は男性より地域別最低賃金未満の者となる可能性が

高い。 

２）年齢ダミーは、30 代の係数が負、それ以外の年齢階層の係数が正であり、基準となる 40

代に比べ、30 代は地域別最低賃金未満の者となる可能性が低く、その他の年代は可能性が

高い。限界効果の値（平均値ベース。以下同じ。）から、①60 代以上、②10 代、③20 代、

④50 代、⑤40 代、⑥30 代の順に地域別最低賃金未満の者となる可能性が高くなる。60 代

以上、10 代は他の年代と比べ限界効果の絶対値がかなり大きく、影響が大きい。他方、30

代の数値はかなり小さい。 

３）勤続年数ダミーは、各年数とも全て係数が負であり、基準となる勤続年数 0 年に比べ、
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地域別最低賃金未満の者となる可能性が低い。限界効果の値から、①勤続 0 年、②勤続 1

～2 年、③勤続 5～9 年、④勤続 3～4 年、⑤勤続 30 年以上、⑥勤続 10～19 年、⑦勤続 20

～29 年の順に地域別最低賃金未満の者となる可能性が高くなる。勤続年数が長いと地域別

最低賃金未満となる可能性が低い傾向にある。 

４）パートダミーは係数が正であり、パートタイム労働者は一般労働者より地域別最低賃金

未満の者となる可能性が高い。 

５）企業規模ダミーは、5～9 人、10～29 人、30～99 人の係数は正、300～999 人、1000 人以

上の係数は負であり、基準となる 100～299 人より規模が小さい企業では地域別最低賃金

未満の者となる可能性が高く、それより規模の大きい企業では可能性が低い。限界効果の

値から、①5～9 人、②10～29 人、③30～99 人、④100～299 人、⑤300～999 人、⑥1000

人以上の順に地域別最低賃金未満率が高くなる。限界効果の絶対値は５～9 人規模は他の

規模よりかなり大きく、地域別最低賃金未満の者となる可能性がかなり高い。 

６）産業ダミーは、製造業を基準とした場合、運輸業と金融・保険業の係数が正、それ以外

の産業の係数は負となった。これは、企業規模、従業員の年齢、勤続年数、女性労働者の

割合等をコントロールした純粋な産業効果でみた場合、運輸業と金融・保険業では、製造

業よりも、それらの労働者について地域別最低賃金未満の者となる可能性が高くなる。限

界効果の値から、①運輸業、②金融・保険業、③製造業、④卸売・小売業、⑤サービス業

（他に分類されないもの）、⑥飲食店,宿泊業、⑦不動産業、⑧電気・ガス・熱供給・水道

業、⑨教育,学習支援業、⑩複合サービス事業、⑪情報通信業、⑫建設業、⑬鉱業、⑭医療、

福祉の順に地域別最低賃金未満率が高くなる。なお、学歴を調整していない結果である点、

留意が必要である。 

 

 

第８章 結果の要約 

 

 本報告書では、賃金センサスの平成 19 年の個票データを用いて、低賃金労働者の状況につ

いて分析を行った。 

主な結果は、都道府県別には、一般労働者は、基本的に、地域別最低賃金額の近辺に労働者

が張り付いている状況は確認できない。パートタイム労働者は、北海道、青森、秋田、和歌

山、山口、福岡、大分、宮崎、沖縄等は、地域別最低賃金額の近辺に多くの労働者が密集し

ているといえ、地域別最低賃金が賃金の下支え効果を一定程度果たしていると考えられる。

一方、茨城、群馬、埼玉、東京、富山、山梨、長野、香川等では、地域別最低賃金額の近辺

に多くの労働者が密集しているとはいえず、地域別最低賃金が賃金の下支え効果を十分に果

たしているとはいえないと考えられる。目安のランク区分でいえば、総じて言うと、D ラン

クの東北、九州、C ランクの一部の地域で、地域別最低賃金が賃金の下支え効果を一定程度
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果たしていると考えられる一方、A ランク、B ランクの地域では、地域別最低賃金が賃金の

下支え効果を十分に果たしているとはいえないと考えられる。 

 労働者の属性別の集計では、低賃金労働者の割合は、年齢別には若年及び高年齢者、性別

には女性、就業形態別にはパートタイム労働者、勤続年数別には勤続年数の短い者（女性は

長期勤続者も）、学歴別には低学歴者（特に中卒）、企業規模別には小規模企業で高い。産業

別には、大分類では、飲食店,宿泊業、卸売・小売業、女性の製造業、中分類では、衣服・そ

の他の繊維製品製造業、飲食料品小売業、その他の小売業、洗濯・理容・美容・浴場業、一

般飲食店、遊興飲食店、宗教等で低賃金労働者の割合が高い。さらに、計量分析により地域

別最低賃金未満の可能性が高い者の属性をみると、上記の集計結果とほぼ同様の傾向となっ

たが、産業大分類別では、他の要因をコントロールした純粋の産業効果は運輸業、金融・保

険業等で低賃金労働者となる可能性が高い結果となった。 
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